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◎群馬県告示第５０号 

 群馬県私立学校審議会の委員の定数指定の告示（平成１８年群馬県告示第３７３号）の一部を次のように改正し、

令和７年４月１日から施行する。 

  令和７年２月２８日 

                                    群馬県知事 山 本 一 太   

 「第１０条」を「第９条」に改める。 

 

 

 

◎群馬県告示第５１号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定により、都市計画事業の事業計画の変更を認可

したので、同条第２項において準用する同法第６２条第１項の規定により、次のとおり告示する。 

  令和７年２月２８日 

                                                                        群馬県知事 山 本 一 太   

１ 施行者の名称 沼田市 

２ 都市計画事業の種類及び名称 沼田都市計画道路事業３・３・１号環状線及び３・６・２号材木町柳町線 

３ 事業施行期間 平成１１年２月１２日から令和１２年３月３１日まで 

４ 事業地 

 (1) 収用の部分 変更なし 

 (2) 使用の部分 変更なし 

 

 

 

 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１０条の２第１項の規定に基づく開発行為の許可の取消しについて、被

処分者に通知をしたところ、その所在が不分明なため、同法第１８９条の規定により、通知の内容を神流町役場に

掲示したので、その要旨を次のとおり公告する。      

  令和７年２月２８日 

                                                                        群馬県知事 山 本 一 太   

１ 被処分者 

    東京都町田市森野四丁目１４番２２号 

    大福建設工業株式会社 代表清算人 田上 廣藏 

２ 取消対象の林地開発許可 

    昭和５４年１２月３日付け群馬県指令治第５７号 

３ 開発行為の名称及び目的 

  土石採取 

４ 開発行為に係る森林の所在場所 

  群馬県多野郡神流町大字船子字大福１３３５番１ 外１筆 

５ 林地開発許可の取消年月日及び文書番号 

■ 告  示 

■ 公  告 
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  令和７年２月１０日付け群馬県達森第４０７－１８６号 

６ 許可取消の理由 

  被処分者については、平成元年１２月４日に商法（明治３２年法律第４８号）第４０６条の３第１項（当時）

の規定による「みなし解散」の登記が行われ、平成１４年１２月１０日に登記官の職権により商業登記簿が閉鎖

されている。 

  被処分者宛ての郵便物は全て返戻になっており、商業登記簿上の本店所在地において法人としての活動実態は

ない。また、土石の採掘に当たって必要となる採石業者登録が行われておらず、開発行為に係る事業計画地につ

いても、長期間事業活動の実態がなく、森林に復した状態となっている。 

  このため、被処分者は、法人格は有しているものの、現在事業活動を行っている実態はなく、このような状態

においては、森林法第１０条の２第２項各号に規定する許可要件に適合する内容で開発行為を行うことは不可能

であると認められることから、林地開発許可を取り消すものである。 

 

 

 

 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により次のとおり土地改良区役員の就任及び

退任の届出があったので、同条第１８項の規定により公告する。 

    令和７年２月２８日 

                               群馬県知事 山 本 一 太   
                                               

 
土地改良区名 

理 事
監 事
の 別 

 
区 分 

 
役 員 氏 名 

 
住      所 

安中磯部 理 事 再 任 石川伴幸 安中市安中二丁目５番７号 

 同   同  鬼形一男  同 高別当１２６番地３ 

 同   同  竹内佳重  同 磯部三丁目１９番２９号 

 同   同  高橋政一  同 磯部四丁目４番３２号 

 同   同  上原元夫  同 東上磯部２００５番地 

 同   同  須藤克美  同 下磯部４７１番地 

 同   同  須藤早苗  同  同 １４９０番地 

 同   同  柳沢勝  同 大竹７８０番地 

 同   同  萩原幹雄  同 鷺宮１７５５番地 

 同   同  佐藤古白  同 上間仁田３９０番地 

 同   同  伏田稔  同 松井田町人見１３９４番地１ 

 同  新 任 須貝浩一  同 磯部二丁目５番２２号 

 同   同  櫻井良一  同 鷺宮６５７番地１ 

 同  退 任 金田光男  同 磯部二丁目４番１０号 

監 事 再 任 眞下正雄  同 安中三丁目１０番３７号 
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 同   同  山村宣章  同 鷺宮１１６９番地 

 同  新 任 中島武司  同 高別当８５２番地１ 

 同  退 任 藤巻宣弘  同 松井田町高梨子１３１８番地 

 

 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３号第２項において準用する同法第６２条第１項の規定により、

令和７年２月１９日国土交通省関東地方整備局長が都市計画事業の変更を認可した旨の告示（令和７年関東地方整

備局告示第２２号）があったので、同法第６６条の規定により、次のとおり公告する。 

  令和７年２月２８日 

                                    群馬県知事 山 本 一 太 

１ 都市計画事業の種類及び名称 前橋都市計画道路事業 ３・３・８３号 朝倉玉村線 

２ 施行者の名称 群馬県 

３ 事務所の所在地 前橋市大手町一丁目１番１号 

４ 事業地の所在 収用の部分 変更なし 

５ 事業施行期間 平成３０年１１月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３号第２項において準用する同法第６２条第１項の規定により、

令和７年２月１９日国土交通省関東地方整備局長が都市計画事業の変更を認可した旨の告示（令和７年関東地方整

備局告示第２４号）があったので、同法第６６条の規定により、次のとおり公告する。 

  令和７年２月２８日 

                                    群馬県知事 山 本 一 太 

１ 都市計画事業の種類及び名称 吉井都市計画道路事業 ３・５・１７号 片山田島堰口線 

２ 施行者の名称 群馬県 

３ 事務所の所在地 前橋市大手町一丁目１番１号 

４ 事業地の所在 収用の部分 変更なし 

５ 事業施行期間 令和４年２月１７日から令和８年３月３１日まで 

 

 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第２項において準用する同法第６２条第１項の規定により、

令和７年２月１９日国土交通省関東地方整備局長が都市計画事業の変更を認可した旨の告示（令和７年関東地方整

備局告示第２１号）があったので、同法第６６条の規定により、次のとおり公告する。 

  令和７年２月２８日 

                                                                        群馬県知事 山 本 一 太   

１ 都市計画事業の種類及び名称 前橋都市計画道路事業 ３・４・４６号赤城山線 

２ 施行者の名称 群馬県 
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３ 事務所の所在地 前橋市大手町一丁目１番１号 

４ 事業地の所在 

(1) 収用の部分 変更なし 

(2) 使用の部分 変更なし 

５ 事業施行期間 平成３０年４月２日から令和１４年３月３１日まで 

 

 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第２項において準用する同法第６２条第１項の規定により、

令和７年２月１９日国土交通省関東地方整備局長が都市計画事業の変更を認可した旨の告示（令和７年関東地方整

備局告示第２３号）があったので、同法第６６条の規定により、次のとおり公告する。 

  令和７年２月２８日 

                                                                        群馬県知事 山 本 一 太   

１ 都市計画事業の種類及び名称 前橋都市計画道路事業 ３・４・４９号敷島公園大師線 

２ 施行者の名称 群馬県 

３ 事務所の所在地 前橋市大手町一丁目１番１号 

４ 事業地の所在 

(1) 収用の部分 平成２７年関東地方整備局告示第４０７号及び令和４年関東地方整備局告示第３２号の事業地

のうち龍蔵寺町字寺後並びに上細井町字芦沼、字南新田、字八幡前、字天神下及び字薬師地内において事業地

を変更する。 

(2) 使用の部分 平成２７年関東地方整備局告示第４０７号及び令和４年関東地方整備局告示第３２号の事業地

のうち龍蔵寺町字寺後並びに上細井町字南新田、字八幡前、字天神下及び字薬師地内において事業地を変更す

る。 

５ 事業施行期間 平成２７年１２月２２日から令和１７年３月３１日まで 

 

 

 

 

◎群馬県選挙管理委員会告示第８号 

 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１８９条第１項の規定により提出された令和５年４月９日執行の群

馬県議会議員選挙における各候補者の選挙運動費用収支報告書について、候補者大和勲の出納責任者篠崎孝雄から

訂正の報告があったので、選挙運動費用収支報告書の要旨（令和６年群馬県選挙管理委員会告示第４９号）の一部

を次のとおり訂正する。 

  令和７年２月２８日 

群馬県選挙管理委員会委員長 片 野 清 明 

 次の表により、訂正前欄に掲げる要旨の破線で囲んだ部分をこれに順次対応する訂正後欄に掲げる要旨の破線で

囲んだ部分のように改める。 
 

訂正後 訂正前 

候補者大和勲の第１回報告分の収入 
 

候補者大和勲の第１回報告分の収入 
 

■ 選挙管理委員会告示 
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収 入 

 主たる寄附  

 （氏名・団体名）  （職業）   （寄附額） 

 自由民主党群馬県支        900,000 円 

 部連合会 

 自由民主党群馬県伊       2,100,000 円 

 勢崎市第九支部 

 

収 入 

 主たる寄附  

 （氏名・団体名）  （職業）   （寄附額） 

 自由民主党群馬県支       1,000,000 円 

 部連合会 

 自由民主党群馬県伊       2,000,000 円 

 勢崎市第九支部 

 

 

 

 

◎群馬県選挙管理委員会告示第９号 

政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号。以下「法」という。）第６条第１項の規定により届出のあった政

治団体の名称等は、次のとおりである。 

令和７年２月２８日 

  群馬県選挙管理委員会委員長 片 野 清 明   

１ 政党の支部 

  法第１９条の７第１項第１号に係る国会議員関係政治団体とみなされる政党の支部 
 

政 治 団 体 の 名 称 

代表者の氏名 
会計責任者の 
氏    名 

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 

公職の種類 
（第１号） 

１以上の市町村等の区域を
単位として設けられる支部 

届 出 年 月 日 

自由民主党群馬県衆議院支部 尾身朝子 伊藤元万 前橋市総社町総社３１３７－１ 

衆議院議員 ○ 令和７年１月７日 

 
２ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体） 

  国会議員関係政治団体以外の政治団体 
 

政 治 団 体 の 名 称 
代表者の氏名 

会計責任者の 
氏    名 

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 

届 出 年 月 日 

井内しんご後援会 井内信吾 和田尚史 邑楽郡大泉町西小泉１－１－１７ 

令和７年１月２９日 

岩瀨伸丈後援会 岩瀨伸丈 岩瀨和重 邑楽郡大泉町仙石１－２８－１ 

令和７年１月６日 

梅川けんた後援会 梅川健太 梅川健太 邑楽郡大泉町古海２１４３－２ 

令和７年１月１５日 

江原ともあつまるっと後援会 江原智淳 江原智淳 伊勢崎市上植木本町２６４３－１４ 
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令和７年１月８日 

群馬県介護障害福祉事業者政治連盟 圓岡孝文 関口慶輔 前橋市表町２－３０－３ 

令和７年１月２２日 

水野ふさのぶ後援会 水野芳宣 水野芳宣 前橋市総社町総社１２４７－７ 

令和７年１月６日 

 

 

 

◎群馬県選挙管理委員会告示第１０号 

政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第７条第１項の規定により届出のあった政治団体の異動事項は、

次のとおりである。 

令和７年２月２８日 

  群馬県選挙管理委員会委員長 片 野 清 明   

１ 政党の支部 
 

政治団体の名称 異動事項 新 旧 異動年月日 

公明党群馬第二総支部 主たる事務所
の所在地 

太田市新井町１９９－
１ 

太田市浜町２１－３２ 令和７年 
１月７日 

代表者の氏名 前田純也 藥丸潔 令和７年 
１月７日 

会計責任者の
氏名 

山之内肇 平井玲子 令和７年 
１月７日 

参政党群馬第３支部 主たる事務所
の所在地 

太田市泉町１４９８－
５ 

太田市藤久良町５５－
２２ 

令和７年 
１月８日 

自由民主党群馬県館林市
第四支部 

会計責任者の
氏名 

須藤正明 相沢繁光 令和６年 
１２月３１日 

日本保守党群馬支部 政治団体の区
分 

政党の支部 その他の政治団体の支
部 

令和６年 
１０月２７日 

会計責任者の
氏名 

吉田勝 發知さゆり 令和６年 
１１月１７日 

主たる事務所
の所在地 

伊勢崎市宮子町３５１
６－５－２ 

伊勢崎市連取町３０３
６－２１ 

令和７年 
１月１１日 

 
２ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体） 
 

政治団体の名称 異動事項 新 旧 異動年月日 

青木みつる後援会 会計責任者の
氏名 

青木満 原島豊 令和７年 
１月１０日 

牛木義後援会 主たる事務所
の所在地 

甘楽郡甘楽町小幡１３
９－４ 

甘楽郡甘楽町造石１２
５ 

令和６年 
６月１日 

小川栄治後援会 会計責任者の 小川栄治 小川安希 令和７年 



 令和７年２月２８日（金）          群 馬 県 報              第１０２７７号 

 

9 

氏名 １月１４日 

群馬県飲食業政治連盟 会計責任者の
氏名 

阿部正孝 松田和典 令和６年 
６月２４日 

群馬県生活衛生同業組合
連合会政治連盟 

会計責任者の
氏名 

阿部正孝 松田和典 令和６年 
６月２４日 

小西たかこ後援会 主たる事務所
の所在地 

藤岡市立石１８３－１ 藤岡市立石４４６－６ 令和６年 
１２月１日 

清水だいき後援会 主たる事務所
の所在地 

高崎市問屋町１－４－
１ 

高崎市問屋町２－１－
２ 

令和６年 
１１月１日 

鈴木俊司後援会 会計責任者の
氏名 

田村雅弘 狩野貞夫 令和６年 
５月１日 

高木つとむ後援会 会計責任者の
氏名 

横山淳之 加野啓二 令和７年 
１月３１日 

にとうすぐる後援会 主たる事務所
の所在地 

太田市泉町１４９８－
５ 

太田市藤久良町５５－
２２ 

令和６年 
１０月３１日 

藤岡多野医師連盟 会計責任者の
氏名 

深沢和浩 島田哲明 令和６年 
６月１３日 

 

 

 

◎群馬県選挙管理委員会告示第１１号 

政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定により解散の届出のあった政治団体の名称

等は、次のとおりである。 

令和７年２月２８日 

  群馬県選挙管理委員会委員長 片 野 清 明   

１ 政党の支部 
 

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解 散 年 月 日 

自由民主党吉井支部 福田達夫 令和６年１２月２７日 

自由民主党群馬県藤岡市第四支部 神田和生 令和６年１２月３１日 

 
２ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体） 
 

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解 散 年 月 日 

足立としゆき吾妻後援会 池原純 令和６年１２月３１日 

足立としゆき安中後援会 萩原永史 令和６年１２月３１日 

足立としゆき伊勢崎佐波後援会 小島克也 令和６年１２月３１日 

足立としゆき太田後援会 髙橋明 令和６年１２月３１日 

足立としゆき桐生みどり後援会 大川弘志 令和６年１２月３１日 

足立としゆき群馬後援会連合会 青柳剛 令和７年１月１６日 
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足立としゆき渋川北群馬後援会 勝野政和 令和６年１２月３１日 

足立としゆき高崎後援会 関口功 令和６年１２月３１日 

足立としゆき館林邑楽後援会 又野繁 令和６年１２月３１日 

足立としゆき多野藤岡後援会 富澤博邦 令和６年１２月３１日 

足立としゆき利根沼田後援会 杉木寿一 令和６年１２月３１日 

足立としゆき富岡甘楽後援会 五十嵐修 令和６年１２月３１日 

足立としゆき前橋後援会 泉野髙志 令和６年１２月３１日 

井下やすのぶ経済懇話会 井下泰伸 令和６年１２月３１日 

笠原久後援会 笠原久 令和６年１２月３１日 

栗原実後援会 橋本昇 令和６年１２月３１日 

群馬県珠算普及政治連盟 松岡茂雄 令和６年９月１日 

鈴木俊司後援会 鈴木俊司 令和６年１２月３１日 

堤盛吉後援会 堤盛吉 令和７年１月２８日 

時田裕之後援会 時田裕之 令和６年１２月３１日 

 

 

 

◎群馬県選挙管理委員会告示第１２号 

 政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第２項の規定により届出のあった資金管理団体の名称等

は、次のとおりである。 

令和７年２月２８日 

  群馬県選挙管理委員会委員長 片 野 清 明   
 

資金管理団体の 
届 出 を し た 者 
（代表者）の氏名 

公 職 の 種 類 資金管理団体の名称 主たる事務所の所在地 指定年月日 

井内信吾 大泉町議会議員 井内しんご後援会 邑楽郡大泉町西小泉１－
１－１７ 

令和７年 
１月２８日 

 

 

 

◎群馬県選挙管理委員会告示第１３号 

 政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第３項第３号の規定により届出のあった資金管理団体の

異動事項は、次のとおりである。 

令和７年２月２８日 

  群馬県選挙管理委員会委員長 片 野 清 明   
 

資金管理団体 資金管理団体 異動事項 新 旧 異動年月日 
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の届出をした 
者 の 氏 名 

の 名 称 

牛木義 牛木義後援会 主たる事務
所の所在地 

甘楽郡甘楽町小幡１３
９－４ 

甘楽郡甘楽町造石１２
５ 

令和６年 
６月１日 

清水大樹 清水だいき後
援会 

主たる事務
所の所在地 

高崎市問屋町１－４－
１ 

高崎市問屋町２－１－
２ 

令和６年 
１１月１日 

仁藤秀尊 にとうすぐる
後援会 

主たる事務
所の所在地 

太田市泉町１４９８－
５ 

太田市藤久良町５５－
２２ 

令和６年 
１０月３１日 

 

 

 

◎群馬県選挙管理委員会告示第１４号 

政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第３項第２号の規定により資金管理団体でなくなった旨

の届出のあった資金管理団体の名称等は、次のとおりである。 

令和７年２月２８日 

  群馬県選挙管理委員会委員長 片 野 清 明   
 

資金管理団体の届出をした者の氏名 資金管理団体の名称 資金管理団体でなくなった年月日 

井下泰伸 井下やすのぶ経済懇話会 令和６年１２月３１日 

笠原久 笠原久後援会 令和６年１２月３１日 

鈴木俊司 鈴木俊司後援会 令和６年１２月３１日 

堤盛吉 堤盛吉後援会 令和６年５月３０日 

時田裕之 時田裕之後援会 令和６年１２月３１日 

 

 

 

◎群馬県選挙管理委員会告示第１５号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７４条第１項、第７５条第１項、第７６条第１項、第８０条第１項、

第８１条第１項及び第８６条第１項の規定による群馬県における選挙権を有する者の総数の５０分の１の数、３分

の１の数及び８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１を乗じて得た数と４０万に３分の１

を乗じて得た数とを合算して得た数並びに地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２ 

号）第８条第１項の規定による選挙権を有する者の総数の８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に

６分の１を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数は、それぞれ次のとおりである。 

  令和７年２月２８日 

群馬県選挙管理委員会委員長 片 野 清 明   

１ 群馬県における選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ３１，６４０ 

２ 群馬県における選挙権を有する者の総数の８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１を

 乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数 ２９７，７４６ 

３ 群馬県議会議員の各選挙区における選挙権を有する者の総数の３分の１の数 
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選挙区名 ３分の１の数 

北群馬郡 １０，０９０ 

甘楽郡 ５，９２１ 

吾妻郡 １４，４３６ 

利根郡 ８，７５７ 

佐波郡 ９，８６２ 

邑楽郡 ２６，４０７ 

前橋市 ９１，３９５ 

高崎市 １０２，３７７ 

桐生市 ２９，４０２ 

伊勢崎市 ５５，７５２ 

太田市 ５８，５９７ 

沼田市 １２，５５２ 

館林市 ２０，３２２ 

渋川市 ２０，８２６ 

藤岡市・多野郡 １８，４５６ 

富岡市 １２，８７６ 

安中市 １５，６５０ 

みどり市 １３，６５０ 
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委
員
会
規
則
第
一
号 

 
 
 

職
員
の
採
用
試
験
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

 

職
員
の
採
用
試
験
に
関
す
る
規
則
（
平
成
元
年
群
馬
県
人
事
委
員
会
規
則
第
十
一
号
）
の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 

第
二
条
中
第
五
号
を
削
り
、
第
六
号
を
第
五
号
と
し
、
第
七
号
を
第
六
号
と
す
る
。 

  
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 

「
建
築 

 

別
表
職
員
採
用
Ⅰ
類
試
験
の
項
中 

 
 
 

 
 

を
「
建
築
」
に
改
め
、
同
項
に
次
の
よ
う
に
加 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

総
合
土
木
」 

 

え
る
。 

 
 

             

別
表
職
員
採
用
試
験
（
就
職
氷
河
期
世
代
）
の
項
を
削
る
。 

 
 
 

附 

則 

 

こ
の
規
則
は
、
令
和
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
別
表
職
員
採
用
Ⅰ
類
試
験
の
項

の
改
正
規
定
は
、
同
年
三
月
三
日
か
ら
施
行
す
る
。 

         

                  

■ 

人
事
委
員
会
規
則 

総
合
土
木

Ｂ 総
合
土
木

Ａ 

基
礎
能
力

試

験
、
人
物

試

験
及
び
論

文

試
験 

教
養
試
験

及

び
専
門
試

験

（
大
学
卒

業

程
度
）
、

人

物
試
験
並

び

に
論
文
試
験 

採
用
試
験
実
施
年
度
の
四
月
一
日
に
お
け
る

年
齢
が
二
十
一
歳
以
上
二
十
九
歳
未
満
の
者

又
は
二
十
一
歳
未
満
の
者
で
次
の
い
ず
れ
か

に
該
当
す
る
も
の 

１ 

大
学
を
卒
業
し
た
者
又
は
採
用
試
験
実

施
年
度
の
三
月
三
十
一
日
ま
で
に
大
学
を

卒
業
す
る
見
込
み
の
者 

２ 

学
校
教
育
法
に
よ
る
短
期
大
学
若
し
く

は
高
等
専
門
学
校
を
卒
業
し
た
者
又
は
採

用
試
験
実
施
年
度
の
三
月
三
十
一
日
ま
で

に
卒
業
す
る
見
込
み
の
者 

３ 

人
事
委
員
会
が
１
又
は
２
に
掲
げ
る
者

と
同
等
の
資
格
が
あ
る
と
認
め
る
者 
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